
２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

手
段 件

件
休日発行件数

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

休日来庁者数
窓口延長来庁者数窓口・郵送申請により、各種証明書を交付する。

窓口延長発行件数

戸籍法
細目名 関連計画

根拠法令

２　行政運営
５　電子自治体の推進

S 22

事
業
期
間

26年度（目標）

9,977

人

笠間市に本籍がある者

証明書を交付し、身分を証明し利用者の利便性を図
る

戸籍人口

件
件

対
象
指
標
成
果
指
標

22,829

88,480

5,323

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

1

市単独

平成26年3月31日
市民生活部　市民課

―

所属部課名

評価事業

継続

記入日

―

単年度（継続） 共催者・関係団体

　笠間市に戸籍がある方からの窓口・郵
送等申請に応じて、戸籍・除籍・改製原
戸籍謄・抄本等を交付する。

戸籍謄抄本手数料　　　　　　４５０円
除・原戸籍謄抄本手数料　　 ７５０円

予
算
科
目

会計
一般会計
一般会計
一般会計

補助金の有無
直営 ―

実施手法

0

戸籍数

郵送申請者数

【DO】事務事業の実施

負担金の有無

人

人

人

トナー代　　　　  50,400円
ブックレス（保守委託料）
　　　　　　　　　1,186,500円
ハード　　　　　8,725,500円
消耗品費　　　 　14,280円

⑤
成果
指標

５　事務事業の目的と手段
件

26年度（計画） 27年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】
―

単位

公用申請発行件数

戸籍住民基本台帳費 住民基本台帳事務事業

３　【年度目標】
申請に応じて、証明書を交付する。

④
対象
指標

１　【事務事業の全体概要及び背景】

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

戸籍関係発行件数

H26事業計画 H27事業計画 H28事業計画

25年度（実績）

千円

千円

千円

0.815

千円

19,925

単位

人

人

7,500

22年度（実績）

1,582

22年度（実績）

23年度（実績）

179

951

1,791

540

24,427

12,479

210250

490

12,479

19,979

25年度（実績）

1,063 1,091

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（実績）

23,306 21,927

88,116 87,267 86,729

35,07135,020

408

768

148

12,27512,277

16,090

12,277 12,275

6,113

9,977 9,977

9,977 9,977

1.62 12,150 1.00 7,500 1.02 0

9,977 9,977

0

0

6,589

2,138

24年度（実績）

1,826 1,899

5,469

9,977

35,050

453

35,063

7,650 06,113

27年度（目標）

0

28年度（目標）

千円

千円

7,650

窓口延長来庁者数

時間外

嘱託臨時

他課の協力分

職員割合

12,150

総
合
計
画 小施策

9,977

政
策
体
系

政策

1,932人 3,620

戸籍住民基本台帳

戸籍住民基本台帳費

戸籍住民基本台帳費

小政策
施策

総務費

３　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します

戸籍事務事業
目

戸籍システム管理事業

款 項
総務費

開始年度

総務費 戸籍住民基本台帳

戸籍住民基本台帳

9,977

千円

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

千円

千円

国庫支出金

県支出金

その他

人

千円

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

一般財源

休日来庁者数

人
件
費

活
動
指
標

郵送申請者数

戸籍関係発行件数

公用申請発行件数

25,409

事務事業名

件

件

事
業
費

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点戸籍謄本・抄本交付事務

新規・継続

評価区分

６　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

【PLAN】事務事業の計画

戸籍数

件

件

件

休日発行件数

戸籍人口

事業費計（ア）

千円

窓口延長発行件数

同上同上 同上

事業費及び指標の推移

9,977

財
源
内
訳

地方債



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

現在の受付交付機が小さく混雑しているときには、機械が見えにくいし、呼び出し音は出る
が交付した時に音が出ないので、常に窓口に気を配らないといけないので、仕事に集中で
きない面がある。

【CHECK】事務事業の一次評価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

現  状  維  持資源配分

番号札を取った時に音の出る交付機を設置することにより、来庁者も自
分の順番が分かり、又、職員も仕事に集中できる職場環境になる。

その他

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

①改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

番号札を取った時に、音の出る大きめの交
付機を設置する。

③前年度の改革・改善案

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
必要経費にためこれ以上の削減余地はない。

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

札を取った時に音の出る大きめの交付機
の設置を検討。

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

戸籍人口は、５年前とほとんど変化なし。渉外婚姻が増加し外国人からの証明発行請求が増えている。

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

窓口に受付交付機を設置したことにより、窓口対応がスムーズになり、窓口での混戦が緩和
された。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

戸籍に関する事務は、地方自治法第２条第９項第１号に規定する法定受託事務であり、人
の身分関係を登録し公証する重要な業務である。

必
要
性
評
価

効
率
性
評
価



２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

成
果
指
標

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

1,428

368

人

他市町村から送付

件

件

本籍受理

非本籍受理

事業費計（ア）

千円

千円

千円

千円

他課の協力分 千円

千円

時間外

職員割合

24年度（実績）

一般財源

国庫支出金

県支出金

23年度（実績）

千円

目 細目名

事
業
期
間

開始年度

項

417 399

単位

千円

千円

事
業
費

313

8,550 4,950

嘱託臨時

財
源
内
訳

地方債

その他

509

1,491

事務事業名

政
策
体
系

政策

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

事業費

事業費及び指標の推移

千円

313

0

581

2,144

594

25年度（実績） 27年度（目標）指標区分

件

件新本籍編製数
活
動
指
標

戸籍全部消除件数

単位

戸籍処理件数

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

313

2,181

35,050

313

0

1,494 1,500

件

件

361

件

4,005

86,729

4,040

22年度（実績）

640 586

616

24年度（実績）

617

595550

7,6176,134

3,982

5,263

5,625

4,950 0

313

0

313

0.75 5,625 0.96 7,200

399 313313

313 313

35,07135,057

2,1952,234

88,298 88,116 87,267

384 359

4,112

313

8,550 0.660千円

25年度（実績）22年度（実績） 28年度（計画）

7,200

26年度（計画） 27年度（計画）

千円

509 417

1.14

8,949

―

0

届書　　　 　　38,881円
書籍代　　   188,394円
コピー　　　 　40,000円
協議会負担金
　　　　　　　　３０，５００円
ゴム印等　　１５，１１９円
　

４　【事業費の内容（決算額）】３　【年度目標】

関連計画

―
負担金の有無

根拠法令 戸籍法

S 22 単年度（継続）

終了年度
新規・継続

共催者・関係団体

記入日

―
―

後期基本計
画重点視点

補助率
継続

所属部課名

義務的事業

市単独

平成26年3月31日
市民生活部　市民課

所管省庁

26年度（目標）

35,063

0

件

件
件

本籍受理

【DO】事務事業の実施

件

本籍人口数

対
象
指
標

本籍数

本籍人口数

23年度（実績）

人
件
費

人
目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

単位

非本籍受理

④
対象
指標
⑤

成果
指標

５　事務事業の目的と手段
件

件

実施手法
直営

補助金の有無

補
助
単
独
区
分

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

戸籍の届出をする者

各種届書を受理審査し、適正に処理する。
②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

戸籍各種届出受付審査事務

実施計画・事務事業評価共通調書

評価区分

評価外事業

総
合
計
画

小政策

事務事業番号

小施策
施策

【PLAN】事務事業の計画

６　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します

2

予
算
科
目

会計
一般会計

２　行政運営
５　電子自治体の推進

戸籍住民基本台帳費 戸籍事務事業総務費 戸籍住民基本台帳費

款

１　【事務事業の全体概要及び背景】

件戸籍処理件数

⑥
活動
指標

新本籍編製数
戸籍全部消除件数

本籍数

他市町村から送付

窓口や郵送で他市町村から送付され
た各種戸籍の届出を受付し、審査受
理する。
戸籍受理件数　　　２，５５４件
他市町村からの送付分　　１，４２８件

戸籍届書を審査して受理する。

28年度（目標）

受付けた届書の内容を審査して受理した後、戸籍記載し関
係市町村に書類を送付する

H26事業計画 H27事業計画 H28事業計画
同上同上 同上



一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

その他

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

【CHECK】事務事業の一次評価

資源配分

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

④取組状況
②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

【PLAN】事務事業の計画

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）



２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

総務費 戸籍住民基本台帳費

款
根拠法令 住民基本台帳法

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

補
助
単
独
区
分

共催者・関係団体

細目名 関連計画

ロールペーパー23,520円
通信運搬費　 １５０，０００円
消耗品費　　　    1,192円

世帯数

住民票等発行件数

５　事務事業の目的と手段
人

笠間市に住民登録をしたことがある者

証明書を交付し、身分を証明し利用者の利便性を図
る

人口

休日発行件数
窓口・郵送申請により、各種証明書を交付する。

単位

窓口延長発行件数

件

戸

件
公用申請住民票等発行件数

件

79,409

28年度（目標）

0

175

29,286 29,773

78,862

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

成
果
指
標

35,525

3,785 3,570 3,075

義務的事業

終了年度
補助率

市単独

後期基本計
画重点視点

―

事務事業番号

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

平成26年3月31日
市民生活部　市民課3

所管省庁

不明 継続（単年度）

記入日

―

継続

所属部課名

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法
―

負担金の有無

目
的 ⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

④
対象
指標

同上

予
算
科
目

３　【年度目標】
窓口・郵送申請により、各種証明書を
交付する。

住民票抄本手数料　　　　３００円
住民票謄本手数料　　　　３００円６００
円
戸籍附票手数料　　　　　３００円

件

26年度（計画） 27年度（計画）

日

175

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

22年度（実績） 25年度（実績）

事業費及び指標の推移

日
休日開庁日数
窓口延長日数

00

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（実績）

1.097 8,228

175

9,5251.00

566

659

344

窓口延長日数

24年度（実績）

47

29,094

175

175

337

7,500 1.275,625

22年度（実績） 23年度（実績）

5,625

1,542

1,542 644

32,627 37,952

78,279

421

175 175

0

175

8,228 0 0

175

36,372

77,723

661

990

28,523

175

27年度（目標）

7,500

8,403

25年度（実績）

51

51

26年度（目標）

50

8,144 9,862

休日発行件数

千円

3,293

664

48

千円 0.75

千円

千円

51

7,167

千円

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

4751

9,525

休日開庁日数

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費

６　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します

戸籍事務事業

２　行政運営
５　電子自治体の推進

住民基本台帳事務事業

総務費 戸籍住民基本台帳費

目項

一般会計

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

事業費

9

手
段

⑥
活動
指標

１　【事務事業の全体概要及び背景】

単位

千円

千円

千円

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

日

人

千円

千円

千円

千円

644

175337

単位

嘱託臨時

他課の協力分

職員割合

事業費計（ア）

時間外

活
動
指
標

対
象
指
標

件

戸

日

窓口延長発行件数

806

公用申請住民票等発行件数

件

件

人口

世帯数

住民票等発行件数

H27事業計画

件

同上
H28事業計画

同上

評価区分

評価事業
住民基本台帳証明交付事務

施策
小施策

H26事業計画

戸籍住民基本台帳費

戸籍住民基本台帳費

申請に応じて、証明書を交付する。

会計
一般会計

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策

総
合
計
画



効
率
性
評
価

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
必要経費のため、これ以上削減の余地はない。

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

③前年度の改革・改善案

④取組状況

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①改革・改善案

その他

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

札を取った時に音の出る大きめ交付機の
設置検討。

人口は合併時から見ると減少（２０００人強）。少子高齢化が進んでいる。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

名称

資源配分

番号札を取った時に音の出る交付機を設置することにより、来庁者も自
分の順番が分かり、又、職員も仕事に集中できる職場環境になる。

総合評価

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

番号札を取った時に、音の出る大きめの交
付機を設置する。

必
要
性
評
価

現在の受付交付機は小さく混雑しているときには、機械が見えにくいし、呼び出し音はでる
が交付した時には音がでないので、常に窓口に気を配らなければいけないので、仕事に集
中できない面がある。

【CHECK】事務事業の一次評価

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

有
効
性
評
価

住民基本台帳法第１条において、市町村は住民人に関する正確な記録・住民の居住関係
を公証する。

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

必要性

有効性

効率性

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

窓口に受付交付機を設置したことにより、窓口対応がスムーズになり、窓口での混戦が緩和
された。

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》



２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

件

人

人

人

人

人転出者等

67

67

7690

90 83

83

67

千円

千円

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

4

３　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します

事業費計（ア）

千円

千円

千円

千円

時間外 千円

職員割合

千円

千円

事業費

事
業
費

地方債

単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

他課の協力分

県支出金

【DO】事務事業の実施

笠間市に住所がある者

各種届書を受理し、住所地番を正確に把握し、住民
の登録の適正化を図る。

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

財
源
内
訳

国庫支出金

22年度（実績）

その他

7,492

7,4258,550

8,626

指標区分

件

件転入届出件数

27年度（目標）

転入者等

67

28年度（目標）

0

67

0 0

39,670

1,556

1,720

3,770

2,275

2,037

2,213

77,723

2,130

78,279

38,053

25年度（実績）

0 0

67 67

67

67 67

24年度（実績）

67

07,4250.9908,550

1,672

1,452

3,652

79,409

39,214

2,469

0.79 5,9250.87 6,525

4,612

1,504

1,753

3,584

78,862

1,383

1,725

1.14

76

27年度（計画）25年度（実績）23年度（実績） 24年度（実績）

6,008

5,925

23年度（実績）

28年度（計画）26年度（計画）

活
動
指
標

転出届出件数

6,525

6,615

その他届出件数

人
件
費

22年度（実績）

人件費計（イ）

人

人

―

人

人女
転入者等

５　事務事業の目的と手段

笠間市に住所のある者の、住民票異
動届出を受理する。

負担金の有無実施手法
―

本代　　　　　２０，３２５円
消耗品費　　42,105円
窓開き封筒　　３，８８５円

市民生活部　市民課

―

記入日 平成26年3月31日
所属部課名

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

―

共催者・関係団体

市単独

住民基本台帳法

件

３　【年度目標】

単位

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営

その他届出件数

転出者等

件

人

転入届出件数
転出届出件数 件

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

39,321

単位

千円嘱託臨時

千円トータルコスト（ア）＋（イ）

女

男

人口
男

各種届出を受付し、異動処理をする。

④
対象
指標
⑤

成果
指標

人口

26年度（目標）

成
果
指
標

2,590

40,583

3,060 3,146

40,422 40,235

対
象
指
標

38,926

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質評価区分

評価外事業

【PLAN】事務事業の計画

住民基本台帳各種届出受付審査事
務

義務的事業
重要事務事業

総合計画実施計画

目 細目名

不明

款

２　行政運営
終了年度

総務費

事務事業名

予
算
科
目

会計
一般会計

５　電子自治体の推進

総
合
計
画 単年度（継続）

戸籍住民基本台帳費 住民基本台帳事務事業

項
根拠法令
関連計画

戸籍住民基本台帳費

H26事業計画 H27事業計画 H28事業計画
同上

手
段

同上 同上

１　【事務事業の全体概要及び背景】

政
策
体
系

転入・転出・転居届出を受理し、異動票を交付したり、住民
票の異動処理を行う。
平成24年7月8日法改正により、外国人の中長期在留者居
住地届出事務も行うことになった。

政策 ６　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕 継続



　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

①改革・改善案

一次評価結果

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

【CHECK】事務事業の一次評価

全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

③前年度の改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

【ACTION】事務事業の改革・改善

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》



２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

目

手
段 件

件
埋火葬許可証延長日発行件数(内数）

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

埋火葬許可証発行件数
埋火葬許可証開庁日発行件数（内数）

活
動
指
標

総
合
計
画

墓地、埋葬等に関する法律・戸籍法根拠法令
細目名 関連計画款 項

死亡の届出をする者

死亡届出を受理し、埋火葬許可書を正確に発行す
る。

埋火葬許可証発行件数 件

件

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

対
象
指
標

埋火葬許可申請者

件

事業費及び指標の推移

成
果
指
標

880 1,004埋火葬許可証発行件数

補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画 ―

開始年度
継続

所属部課名事務事業番号
補
助
単
独
区
分

義務的事業

終了年度

６　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します

埋火葬許可事務

事
業
期
間

平成26年3月31日
市民生活部　市民課

所管省庁

不明 単年度（継続）

記入日

―

共催者・関係団体

死亡の届出をする者

予
算
科
目

会計
一般会計 総務費

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―
３　【年度目標】

負担金の有無実施手法

死亡届出に基づき、死体埋火葬許可書を交付する

千円国庫支出金

埋火葬許可証日直等発行件数（内数）

【DO】事務事業の実施

26年度（計画） 27年度（計画）

死亡届を受理し、許可証を交付する。

22年度（実績） 24年度（実績）

154

28年度（目標）

0

0

埋火葬許可証開庁日発行件数（内数） 41

件

埋火葬許可証発行件数

埋火葬許可証日直等発行件数（内数）

54

936

254

1

0

0

825 1,500

0.10 750 0.11 0.200 1,500

0 0

25年度（実績） 28年度（計画）

936880

936 908

69

825

0 0

0 0

25年度（実績）

1,004

71

0

1,004

908

0

人

件 1

埋火葬許可申請者

27年度（目標）指標区分

件

件

23年度（実績） 24年度（実績）

908

00

26年度（目標）

千円 1,650 01,500

880

22年度（実績）

750

埋火葬許可証延長日発行件数(内数）

5

825

政策
小政策
施策

小施策
２　行政運営
５　電子自治体の推進

0.22 1,650

戸籍住民基本台帳費 住民基本台帳事務戸籍住民基本台帳費

人件費計（イ）

千円

地方債 千円

千円

千円

その他

時間外

0

0 0

23年度（実績）

1,650 750

事業費 単位

県支出金

―

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

件

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

新規・継続

評価区分

評価外事業

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

H26事業計画 H27事業計画 H28事業計画
同上同上 同上

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



【CHECK】事務事業の一次評価

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

必要性

有効性

効率性

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》



２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

件

件

件

件

円

円

千円

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

278500

500 523

523

278

8,278,800

6,525 8,550

368

22年度（実績） 23年度（実績）

768

1,582人休日来庁者数

証明書発行手数料

千円

千円

千円

職員割合

千円嘱託臨時

千円

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

人
件
費 他課の協力分

政
策
体
系

政策

２　行政運営
５　電子自治体の推進

６　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します小政策
施策

小施策

6,660

7,025

時間外

千円

千円

人

単位

戸籍住民基本台帳費

278

24年度（実績）

事業費及び指標の推移

休日発行・登録件数

指標区分

再登録手数料

窓口延長発行・登録件数

27,368

598

8,828 6,664

1,2531,144

1,0911,063

576,500

999

8,210,400

405

951

532

0 0

278278

278 278

1,013

1,8261,791

窓口延長来庁者数

27,596

4

8,550

27年度（計画）26年度（計画）

1,101 1,007 1,153

0.89

7,198

6,675

6,675 6,660

22年度（実績） 23年度（実績）

0.87 6,525

24年度（実績）

1.14 0.888

25年度（実績）

0

4

4 4

0

4

26年度（目標）

278

27年度（目標）

1,899

00

28年度（目標）

28年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ― ―

負担金の有無

消耗品費　　　３，７９５円

市民生活部　市民課

款 項 目

１　【事務事業の全体概要及び背景】
印鑑登録することにより、個人の財産
を保護する。

証明手数料　　　　　３００円
再交付手数料　 　　５００円

予
算
科
目

会計

S 49 単年度（継続）

記入日

―

共催者・関係団体

平成26年3月31日
所属部課名

実施手法
根拠法令
関連計画

後期基本計
画重点視点

継続
―

義務的事業

単位

再登録手数料

④
対象
指標

終了年度

住民基本台帳事務事業

補
助
単
独
区
分

所管省庁

市単独

新規・継続

活
動
指
標

25年度（実績）

補助率

目
的

一般会計 総務費

【DO】事務事業の実施

550,500

対
象
指
標

証明書発行件数

再登録件数

503,500

27,85828,439

8,357,400

1,035

件

円

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

笠間市に住民登録のある者
証明書発行件数
再登録件数

証明書発行手数料
財産保護を図りつつ、利用者に対しその証明書を
適切に交付する。

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス） 休日発行・登録件数

窓口延長来庁者数
休日来庁者数

件窓口延長発行・登録件数

成
果
指
標

8,531,700

517,500

件
人
人

円

総
合
計
画

戸籍住民費本台帳費

３　【年度目標】
申請に基づき、印鑑登録をし、登録カードを発行し証明書を
交付する。

細目名

事
業
期
間

開始年度

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

手
段

印鑑登録することにより、個人の財産・権利を保護す
る。

⑤
成果
指標

５　事務事業の目的と手段

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

6事務事業番号

印鑑登録・証明事務
評価区分

評価事業

H26事業計画 H27事業計画 H28事業計画
同上同上 同上

件



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

窓口に受付交付機を設置したことにより、窓口対応がスムーズになり、窓口での混戦が緩和
された。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

必要経費のため、削減の余地がない。

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

【CHECK】事務事業の一次評価

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

個人の印鑑登録は市町村の自治事務となっている。
印鑑証明は個人の財産を守るた大事な証明である、

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

登録証の紛失による再登録者数が増加している。

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

番号札を取った時に、音の出る大きめの交
付機を設置する。

①改革・改善案

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

現在の受付交付機は小さく混雑しているときには、機械が見えにくいし、呼び出し音は出る
が交付した時に音が出ないので、常に窓口に気を配らなければならないので、仕事に集中
できない面がある。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

札を取ったときに音の出る大きめの機械
の設置検討。

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

③前年度の改革・改善案

必要性

有効性

効率性

総合評価

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切

番号札を取った時に音の出る交付機を設置することにより、来庁者も自
分の順番が分かり、又、職員も仕事に集中できる職場環境になる。



２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

身上照会警察署等延べ件数

件

件

人

件

千円

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

14

0 0 14

43

5,400

1,050

4,425

22年度（実績） 23年度（実績）

件既決犯罪人通知処理件数

变勲申請者

千円

千円

千円

職員割合

千円嘱託臨時

千円

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

人
件
費 他課の協力分

政
策
体
系

政策

２　行政運営
５　電子自治体の推進

６　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します小政策
施策

小施策

2,633

5,400

時間外

千円

千円

件

単位

戸籍住民基本台帳費

12

24年度（実績）

事業費及び指標の推移

他市町村へ異動通知

件

指標区分

公職選挙法関係処理

他市町村からの異動通知処理 6

4,439 2,646

118

118484

200

38

12

57

950

10

291

12

0 0

1212

12 12

131161

犯歴消滅処理件数

13

4,425

27年度（計画）26年度（計画）

0.62

4,650

4,650

4,650 2,633

22年度（実績） 23年度（実績）

0.72 5,400

24年度（実績）

0.59 0.351

25年度（実績）

0

12

13 12

0

12

26年度（目標）

12

27年度（目標）

136

00

28年度（目標）

28年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ― ―

負担金の有無

コピー代　　　 12，041円

市民生活部　市民課

款 項 目

１　【事務事業の全体概要及び背景】
検察庁・前本籍地かろの通知に基づ
き、犯罪人名簿を作成し、身分関係
の証明等を行う。

予
算
科
目

会計

不明 継続

記入日

―

共催者・関係団体

平成26年3月31日
所属部課名

実施手法
根拠法令
関連計画

後期基本計
画重点視点

継続
―

義務的事業

単位

公職選挙法関係処理

④
対象
指標

終了年度

戸籍事務事業

補
助
単
独
区
分

所管省庁

市単独

新規・継続

活
動
指
標

25年度（実績）

補助率

目
的

一般会計 総務費

【DO】事務事業の実施

52

対
象
指
標

犯罪を犯した者

20

57

人

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

笠間市に現本籍のある者
犯罪を犯した者

身上照会警察署等延べ件数

变勲申請者
笠間市に本籍のある者の犯罪歴を明確に把握し、
身分証明を適正に行う。

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス） 他市町村へ異動通知

犯歴消滅処理件数
既決犯罪人通知処理件数

件他市町村からの異動通知処理

成
果
指
標

件
件
件

件
件

総
合
計
画

戸籍住民基本台帳費

３　【年度目標】

地方自冶法・公職選挙法

犯罪人名簿を作成管理し、身分関係の証明や選挙人名簿
加除のための通知を行う。

細目名

事
業
期
間

開始年度

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

手
段

検察庁・前本籍地市町村からの通知に基づき、犯罪
人名簿を作成し、变勲等の申請、資格・免許の取得
に関して身分証明を行う。また、公職選挙法関係の
通知（停止・回復）を発送する。

⑤
成果
指標

５　事務事業の目的と手段

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

7事務事業番号

民刑事項諸帳簿整理事務
評価区分

評価外事業

H26事業計画 H27事業計画 H28事業計画
同上同上 同上



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

【CHECK】事務事業の一次評価

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

①改革・改善案

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

③前年度の改革・改善案

必要性

有効性

効率性

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切



２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

目

手
段 件

件
世帯変更

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

転入届出
転出届出

活
動
指
標

総
合
計
画

住民基本台帳法根拠法令
細目名 関連計画款 項

笠間市に住所がある者

住所の異動申請に基づいて、住民票を正確に
作成し、管理をする。

世帯数

転入者等記載人数 人

件

人

目
的

単位

転出等消除人数

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
件

対
象
指
標

人口

件

事業費及び指標の推移

成
果
指
標

10,944

29,094

3,212 3,227

5,818転入者等記載人数

転出等消除人数

補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画 ―
市単独

開始年度
継続

所属部課名事務事業番号
補
助
単
独
区
分

義務的事業

終了年度

６　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します

住民基本台帳記載整備事務

事
業
期
間

平成26年3月31日
市民生活部　市民課

所管省庁

不明 単年度（継続）

記入日

―

共催者・関係団体

笠間市に住民登録した者の管理を行
う。

予
算
科
目

会計
一般会計
一般会計

総務費

１　【事務事業の全体概要及び背景】

戸籍事務事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―
３　【年度目標】

負担金の有無実施手法

件

通信運搬費 １５０，０００円
消耗品費　  　18,690円
コピー代　　　３０，０００円
本代　　　　　１９，０００円
賃金　　　　1,379,400円

住民基本台帳の管理を行う。

千円国庫支出金

その他

【DO】事務事業の実施

26年度（計画） 27年度（計画）

住所の異動に伴い、台帳を整備する。

22年度（実績） 24年度（実績）

3,389

28年度（目標）

218

0

転出届出 1,753

件

転入届出

その他

1,725

1,383

4,363

249

3,613

218

0

1,733

5,850 10,689

0.60 4,500

218

0.78 1.160 8,700

1,733

218

1,598

25年度（実績） 28年度（計画）

3,292

78,862

218

79,409

10,709 11,207

3,554

7,583

0 0

218 218

25年度（実績）

1,556

1,720

28,523

237

77,723

1,504

2,455

218

件

件

件 39 195

29,286 29,773

人口

世帯数

27年度（目標）指標区分

件

件

23年度（実績） 24年度（実績）

78,279

00

26年度（目標）

千円 9,052 21812,287

1,672

1,452

22年度（実績）

7,173

世帯変更

610

1,379

8

1,598

5,850

政策
小政策
施策

小施策
２　行政運営
５　電子自治体の推進

0.86 6,450

戸籍住民基本台帳費

総務費

住民基本台帳事務事業

戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳費

戸籍住民基本台帳費

人件費計（イ）

千円

地方債 千円

千円

千円

その他

時間外

2,602

2,602 2,673

2,673

23年度（実績）

6,450 4,500

事業費 単位

県支出金

―

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

人

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

新規・継続

評価区分

評価外事業

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

H26事業計画 H27事業計画 H28事業計画
同上同上 同上

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



【CHECK】事務事業の一次評価

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

必要性

有効性

効率性

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》



２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

カード発行手数料

人

件

件

千円

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

4,1044,400

4,400 5,072

5,070

4,104

0

254

0

127,000

4,425

22年度（実績） 23年度（実績）

163

490件カード発行件数

カード発行件数

千円

千円

千円

職員割合

千円嘱託臨時

千円

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

人
件
費 他課の協力分

政
策
体
系

政策

２　行政運営
５　電子自治体の推進

６　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します小政策
施策

小施策

338

4,400

時間外

千円

千円

件

単位

総務費 戸籍住民基本台帳費

戸籍住民基本台帳費

1,047

24年度（実績）

事業費及び指標の推移

円

指標区分

認証サービス件数

77,723

8,529 1,385

131137

125,000

131

218

10,900

169

0 0

1,0471,047

1,047 1,047

254289

認証サービス件数

79,409

1,041

4,425

27年度（計画）26年度（計画）

0.46

8,522

3,450

2

3,450 338

22年度（実績） 23年度（実績）

0

24年度（実績）

0.59 0.045

25年度（実績）

6

0

1,047

1,047 1,047

0

1,047

26年度（目標）

1,047

27年度（目標）

218

00

28年度（目標）

28年度（計画）

住基ネットワーク管理事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ― ―

負担金の有無

システム保守料　５７１，２００
円
住基カード代　４７５，６５０円

市民生活部　市民課

款 項 目

１　【事務事業の全体概要及び背景】
申請に基づいて住基カードを発行
し、公的個人認証を入れる。

カード発行手数料　　　５００円

予
算
科
目

会計

H1６ 単年度（継続）

記入日

―

共催者・関係団体

平成26年3月31日
所属部課名

実施手法
根拠法令
関連計画

後期基本計
画重点視点

継続
―

義務的事業

単位

認証サービス件数

④
対象
指標

終了年度

戸籍事務事業

補
助
単
独
区
分

所管省庁

県補助

新規・継続

活
動
指
標

25年度（実績）

補助率

目
的

一般会計
一般会計

総務費

【DO】事務事業の実施

169

対
象
指
標

人口

137

79,63680,125

244

件

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

笠間市に住所がある者
人口

カード発行手数料

カード発行件数写真付きの住基カードは本人確認の身分証明の代り
になるので、運転免許証の無い方には積極的に申請
してもらう。

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

認証サービス件数
カード発行件数

成
果
指
標

475

163

件
件

件
円

総
合
計
画

戸籍住民基本台帳費

３　【年度目標】

住民基本台帳法

申請書受付、住基カード作成、交付。
申請に基づいて、公的個人認証入力。

細目名

事
業
期
間

開始年度

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

手
段

戸籍住民基本台帳費

住基カードの発行、公的個人認証サービスを行う。

⑤
成果
指標

５　事務事業の目的と手段

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

9事務事業番号

住基ネット・公的個人認証事務
評価区分

評価事業

H26事業計画 H27事業計画 H28事業計画
同上同上 同上

人



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

申請者は特定の利用に限られているため発行件数は微増となっている。
マイナンバー制度の法案成立によって、カードに付加価値を付けることが出来なくなったの
でカード普及の増加が見込まれない。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

マイナンバー制度の法案成立に伴い住民基本台帳カードに付加価値を付けることが出来
なくなったのでカード普及の推進ができなくなった。

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

【CHECK】事務事業の一次評価

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

住民の方々の利便性に向上と国及び地方公共団体の行政の合理に資するため居住関係
を公証する住民基本台帳をネットワーク化し、全国共通の本人確認が出来るシステムです。
またインターネットを通じて安全確実な行政手続等を行うことが出来る。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

カード無料化が終わり、自主的免許返納者に対する市民活動課の支援対策で高齢者の住基カード取得者が増えた。
平成２４年７月９日の法改正により、他市町村に移動しても継続利用が可能になった。
マイナンバー制度の法案成立により、今後住基カードがどうなるのか。

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

①改革・改善案

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

現在交付されている住基カードの有効期間中は、マイナンバー制度が施行されても有効と
なるため、今後も、当制度の維持に努めなければならない。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

他課の業務と提携し、住民基本台帳カー
ドに付加価値をつける検討をする。

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

③前年度の改革・改善案

必要性

有効性

効率性

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

マイナンバー制度

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切

　現在、国が推進する制度であり、マイナンバー制度が施行されても、
現カードの有効期間中は使用できるため、現状を維持しなければ、なら
ない。

マイナンバー制度への移行



２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

目

手
段 件他市町村からの送付分

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

本籍人届出受理
非本籍人届出受理

活
動
指
標

総
合
計
画

戸籍法根拠法令
細目名 関連計画款 項

笠間市に戸籍の届出を
する者

受理した届書を、速やかに処理をする。

本籍人口数

新戸籍編成数 件

件

件

目
的

単位

戸籍全部消除件数

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
件

対
象
指
標

本籍数

件

事業費及び指標の推移

成
果
指
標

640

88,298

550 595

594新戸籍編成数

戸籍全部消除件数

補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画 ―
市単独

開始年度
継続

所属部課名事務事業番号
補
助
単
独
区
分

義務的事業

終了年度

６　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します

戸籍記載整備事務

事
業
期
間

平成26年3月31日
市民生活部　市民課

所管省庁

S 22 単年度（継続）

記入日

―

共催者・関係団体

受理した届書に基づき、戸籍の記載
をする。

予
算
科
目

会計
一般会計
一般会計

総務費

１　【事務事業の全体概要及び背景】

戸籍システム管理事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―
３　【年度目標】

負担金の有無実施手法

人

書籍代　　　　　　35,540円
ソフト使用料　　４，８８２，５００円
旅費　　　　　　 　２４，７２０円
消耗品費　　　　  4,147円
副本データー委託
　　　　　　　　　1,522,500円
通信運搬費　　　７８，０００円

届書を審査・受理・記載し関係する市町村に届書を送付し、
月ごとに受理した本籍分の届書を法務局に進達する。

千円国庫支出金

【DO】事務事業の実施

26年度（計画） 27年度（計画）

受理した届書に基づき、戸籍を記載し、関係市町村
に届書を発送し、法務局に送達する。

22年度（実績） 24年度（実績）

28年度（目標）

6,548

0

非本籍人届出受理 368

本籍人届出受理

359

2,195

1,491

6,548

0

6,001

12,450 9,473

1.86 13,950

6,548

1.66 1.181 8,858

6,001

6,548

6,548

25年度（実績） 28年度（計画）

616

35,051

6,548

35,057

586 617

18,451

0 0

6,548 6,548

25年度（実績）

2,144

361

86,729

1,500

36,063

2,181

581

6,548

件

人

件 1,494 1,428

87,885 87,267

本籍数

本籍人口数

27年度（目標）指標区分

件

件

23年度（実績） 24年度（実績）

35,050

00

26年度（目標）

千円 19,698 6,54816,021

384

2,234

22年度（実績）

21,009

他市町村からの送付分

615

10

6,548

12,450

政策
小政策
施策

小施策
２　行政運営
５　電子自治体の推進

1.66 12,450

戸籍住民基本台帳費

総務費
戸籍事務事業

戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳費

戸籍住民基本台帳費

人件費計（イ）

千円

地方債 千円

千円

千円

その他

時間外

7,248

7,248 7,059

7,059

23年度（実績）

12,450 13,950

事業費 単位

県支出金

―

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

件

件

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

新規・継続

評価区分

評価外事業

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

H26事業計画 H27事業計画 H28事業計画
同上同上 同上

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



【CHECK】事務事業の一次評価

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

必要性

有効性

効率性

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》



２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

死産届出件数

人

人

人

件

件

死亡届出件数

千円

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

1,143

1,217 74 0

20

1,470

3,000

9

1,950

22年度（実績） 23年度（実績）

13

43件日曜開庁日届出件数

出生・死亡届出件数

千円

千円

千円

職員割合

千円嘱託臨時

千円

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

人
件
費 他課の協力分

政
策
体
系

政策

２　行政運営
５　電子自治体の推進

６　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します小政策
施策

小施策

248

4,217

時間外

千円

千円

件

単位

戸籍住民基本台帳費

0

24年度（実績）

事業費及び指標の推移

件

指標区分

婚姻・離婚届出件数

77,723

1,950 248

1815

10

506

1,420

9

15

0 0

00

8295

窓口延長日届出件数

78,279

1,950

27年度（計画）26年度（計画）

936 902 879

593 568 541

0.32

2,474

2,400

74 74

2,400 248

22年度（実績） 23年度（実績）

0.40 3,000

24年度（実績）

0.26 0.033

25年度（実績）

0

0 0

0

0

26年度（目標）

0

27年度（目標）

117

00

28年度（目標）

28年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ― ―

負担金の有無

市民生活部　市民課

款 項 目

１　【事務事業の全体概要及び背景】
届書に基づいて人口動態調査票を
作成し、保健所に送達する。

予
算
科
目

会計

S 22 単年度（継続）

記入日

―

共催者・関係団体

平成26年3月31日
所属部課名

実施手法
根拠法令
関連計画

後期基本計
画重点視点

継続
―

義務的事業

単位

婚姻・離婚届出件数

④
対象
指標

終了年度

戸籍事務事業

補
助
単
独
区
分

所管省庁

新規・継続

活
動
指
標

25年度（実績）

補助率

目
的

一般会計 総務費

【DO】事務事業の実施

491

対
象
指
標

人口

出生届出件数

461

78,86279,409

1,529

632

人

件

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

出生・死亡・婚姻・離婚
及び死産の届出書。

人口

死産届出件数

出生届出件数

出生・死亡届出件数
届書に基づいて、人口動態表を正確に作成し、
期限内に保健所に提出する。

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

窓口延長日届出件数
日曜開庁日届出件数

成
果
指
標

1,512

880

495

件
件

人

件

死亡届出件数

件

総
合
計
画

戸籍住民基本台帳費

３　【年度目標】

戸籍法・人口動態調査令

届書を受理した後に戸籍記載をし、人口動態調査票を作成
し、毎月１４日までの分を１９日頃までに送付する。

細目名

事
業
期
間

開始年度

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

手
段

届書に基づいて人口動態調査票を作成し、保健所
に
送達する。

⑤
成果
指標

５　事務事業の目的と手段

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

11事務事業番号

人口動態調査事務
評価区分

評価外事業

H26事業計画 H27事業計画 H28事業計画
同上同上 同上

人



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

【CHECK】事務事業の一次評価

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

①改革・改善案

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

③前年度の改革・改善案

必要性

有効性

効率性

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切



２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

目

手
段 件

件
窓口延長日交付件数（内数）

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

新規交付件数
その他交付件数

活
動
指
標

総
合
計
画

旅券法根拠法令
細目名 関連計画款 項

笠間市に居住する者

笠間市に居住している者に対して、申請に応じて
パスポートを期限内に発行する。

訂正等

延べ交付枚数
紛失

枚

件

件目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
件

対
象
指
標

新規申請件数

件

事業費及び指標の推移

成
果
指
標

3,280

19

42

7,929延べ交付枚数

補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画 ―
市単独

開始年度
継続

所属部課名事務事業番号
補
助
単
独
区
分

義務的事業

終了年度

６　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します

一般旅券の申請受付・交付事務

事
業
期
間

平成26年3月31日
市民生活部　市民課

所管省庁

H21 単年度（継続）

記入日

―

共催者・関係団体

一般旅券の申請を審査し、県へ送付
し作成されたパスポートを交付する。

１０年用パスポート　　　１６，０００円
　５年用パスポート　　　１１，０００円
子供用パスポート　　　　６，０００円

予
算
科
目

会計
一般会計 総務費

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―
３　【年度目標】

負担金の有無実施手法

件

社会保険料　  　173,405円
消耗品費　　　　　10,360円
使用料及び賃借料
　　　　　　　　　　168,705円
賃金　　　　　　　1,270,300円

申請書受理、審査し県へ送達、作成されたパスポートを窓口
で交付する。

千円国庫支出金

休日交付件数（内数）

【DO】事務事業の実施

26年度（計画） 27年度（計画）

窓口で申請書を審査受理し、パスポートセンターに
書類を送付し、送付されてきたパスポートを窓口で
交付する。

22年度（実績） 24年度（実績）

323

28年度（目標）

352

0

その他交付件数 72

件

新規交付件数

休日交付件数（内数）

61

1,717

284

170

352

0

1,860

3,300 3,018

0.38 2,850

352

0.44 0.233 1,748

1,860

352

1,623

25年度（実績） 28年度（計画）

1,717

352

1,747

4,997

15 0

6,655

246

5,160

0 0

352 352

25年度（実績）

1,282

45

13

40

124

1,274

1,658

352

件

件

件 120

46 43

新規申請件数

訂正等

紛失

27年度（目標）指標区分

件

件

23年度（実績） 24年度（実績）

1,658

00

26年度（目標）

千円 6,865 3524,641

61

1,747

22年度（実績）

6,315

窓口延長日交付件数（内数）

1,270

12

1,623

3,300

政策
小政策
施策

小施策
２　行政運営
５　電子自治体の推進

0.45 3,375

戸籍住民基本台帳 旅券事務事業戸籍住民基本台帳

人件費計（イ）

千円

地方債 千円

千円

千円

その他

時間外

549

1,860 1,847

1,847

23年度（実績）

5,005

1,630

4,468

事業費 単位

県支出金 1,311

―

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

1,618

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

件

千円

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

枚

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

新規・継続

評価区分

評価外事業

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

H26事業計画 H27事業計画 H28事業計画
同上同上 同上

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



【CHECK】事務事業の一次評価

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

必要性

有効性

効率性

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》



２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】
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４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ― ○

負担金の有無

負担金　　160,059,000円

市民生活部　市民課

款 項 目

１　【事務事業の全体概要及び背景】

笠間市・水戸市（旧内原町）・城里町
（旧七会村）で構成する一部事務組
合「笠間地方広域事務組合」により、
火葬場とセレモニーを合わせ持ち、
要望に応じて火葬及び告別式等を
行う。
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共催者・関係団体

平成26年3月31日
所属部課名

実施手法
根拠法令
関連計画

後期基本計
画重点視点

継続
○

維持管理事業

単位

地区別利用割合「水戸市」

④
対象
指標

終了年度

笠間地方広域事務組合

補
助
単
独
区
分

所管省庁

市単独

新規・継続

活
動
指
標

25年度（実績）

補助率

目
的

一般会計 衛生費

【DO】事務事業の実施
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水戸市（旧内原）人口
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78,86279,409
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％

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

斎場利用希望者
笠間市人口

地区別利用割合「城里町」

水戸市（旧内原）人口

地区別利用割合「笠間市」
利用希望者に応じて、葬祭式場の利用・火葬場の許
可及び運営をする。

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

城里町民（旧七会）利用「火葬・通夜・告別」
水戸市民（旧内原）利用「火葬・通夜・告別」
笠間市民利用「火葬・通夜・告別」

延べ件区域外利用「火葬・通夜・告別」
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環境衛生費

３　【年度目標】

火葬等の予約受付をし、市民の方と良く打ち合わせをし運
営する。

細目名

事
業
期
間

開始年度

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

手
段

仮予約を受けた後、本予約を受けて運営する。

⑤
成果
指標

５　事務事業の目的と手段

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

13事務事業番号

笠間地方広域斎場運営事務

評価区分

評価外事業

H26事業計画 H27事業計画 H28事業計画
同上同上 同上

人



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

【CHECK】事務事業の一次評価

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

①改革・改善案

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

③前年度の改革・改善案

必要性

有効性

効率性

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切


